
様式Ｆ-１９ 
 

 

科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）研究成果報告書 

 

 

平成２５年５月１０日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）：地球温暖化抑制の観点から，排水改良事業のCH4放出削減への効果の定
量的把握が，千葉県の印旛沼土地改良区管内の1地区を対象として試みられた．事業実施による
CO2排出量は0.518t-CO2/(ha･y)と試算された．計画最大減水深は事業実施前より実施後の方が
2mm/d大きく，この増加によるCH4放出削減量を，カラム実験結果を元に算出したところ，-0.270
～11.9 t-CO2/(ha･y)と試算された．一方，圃場実験では，4.5～8.3 t-CO2/(ha･y)のGHG削減効
果が推定され，これはカラム実験にもとづく推定範囲に含まれた． 

 

研究成果の概要（英文）：From the perspective of mitigation of global warming, the 
quantitative evaluation of the effect of a drainage improvement project on reduction of 
the methane emission was attempted, taking an example at a region in the command area 
of Imbanuma land improvement district in Chiba prefecture. The CO2 emission by completion 
of the drainage improvement project was estimated to be 0.518 t-CO2/(ha･y). The planed 
maximum water requirement rate was 2 mm/d greater after the project than that before the 
project. Taking the obtained results by column experiments into account, it was estimated 
that the 2 mm/d increase in the water requirement rate brought about the methane emission 
reduction of -0.270～11.9 t-CO2/(ha･y). The results of field experiments suggested that 
the drainage improvement project leads to methane emission reduction of 4.5～8.3 
t-CO2/(ha･y), which corresponded to the estimation based on the column experiments. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 研究の学術的背景 
 IPCC の第 4 次報告書によると，全球での長
寿命の温室効果ガス（以下 GHG）の放射強制
力のうち約 18％をメタン(CH4)，約 6％を亜酸
化窒素(N2O)が占め，CH4 放出量のうち約 34％
が湿地や水田から，N2O 放出量のうち約 24％

が農地から発生している(Forster et al., 
2007)． 
 湿地や水田では，堪水により大気と遮断さ
れた土壌が嫌気的状態となり，メタン生成菌
が活性化して CH4生成量が増大するが，中干
しや間断灌漑により土壌が好気的になると
CH4放出が抑制されることが知られている．一
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方，土壌が好気的になると N2O 放出量が増大
する．また，堪水が排除されると生成した N2O
は溶解することなく大気へ放出される（Iida 
et al., 2007a; Iida et al., 2007b）． 
 一方，1899 年の耕地整理法制定当初から排
水改良は農業土木事業の大きな柱であり，湿
田の乾田化による生産性の向上は日本の農
業土木事業の中心となってきた(農業土木学
会, 2000)．湿地や湿田の排水改良は，土壌
を好気的に変えて CH4放出を抑制するはずで
あるとともに，N2O 放出を促進する可能性が
ある．今後の，排出量取引制度や地球温暖化
対策税の本格的導入の前に，農業土木事業に
よる地球温暖化への影響を定量的に評価し
ておく必要がある． 
(2) 本研究の必要性および特色 
 以上の背景を踏まえ，本研究は，排水改良
事業の地球温暖化に対する影響を定量的に
明らかにしようとする試みである．事業実施
の際の施工による CO2排出を含めて，排水改
良事業のカーボンフットプリントを評価し，
その評価手法を世に提示しようとしている． 
 農業土木事業を地球温暖化の観点から評
価しようとした試みはこれまでに国内外に
無く，きわめて斬新なアイディアである．現
時点では，農業土木事業がこれまでに地球温
暖化を抑制してきたのか，加速してきたのか
すらも，はっきりしていない．この点につい
て，単なる過去の資料の上からの推定ではな
く，科学的実測データに基づいた学術的試算
を行う点に本研究の特色がある．本研究での
試算結果は学会の常識を覆す内容である可
能性もあり，農業土木事業に携わるものは皆，
固唾をのんで見守るであろう． 
 首相は 2009 年 9 月の国連気候変動首脳会
合で国内の GHG 放出を 2020 年までに 1990 年
比で 25％削減すると表明し，日本はますます
低炭素社会を希求する方向へ動く．日本のみ
ならず地球温暖化抑制は世界的な動きであ
り，今後，排出量取引制度や地球温暖化対策
税の導入等さまざまな方策が推進されるの
は間違いない．このような状況の中，湿地や
湿田の乾田化による GHG 削減効果は，これま
で社会にまったく考慮されていない．これを
科学的に試算して社会へアピールすること
は，農業土木分野のみならず農業部門の地球
温暖化抑制に対する貢献を社会へアピール
することであり，大きなチャレンジ性を持っ
ている．排出量取引制度や地球温暖化対策税
の観点から，本研究の成果の，農業土木分野
あるいは農業分野に対する経済効果は計り
知れない． 
 また，面源である農地での効果のある地球
温暖化抑制対策は，面的に適用される対策で
なければならず，これを広く展開する必要が
あるが，そのひとつとして排水改良事業を位
置付けることができる．東南アジアの低湿地

には現在も広大な湿地や湿田が広がってお
り，その乾田化は地球温暖化抑制と食糧増産
とを両立させる絶妙な選択肢となる可能性
を秘めている． 
 さらに，本研究を遂行することにより，事
業評価に新たに GHG 排出削減の項目を追加す
ることが可能となる．これは，気候変動時代
に対応した，農業土木事業の価値の変化をも
たらし，新たな枠組みでの事業 LCA，コスト
ベネフィット評価を導くことになる．実際の
事業に当たっては，新たな枠組みに対応した
設計・施工法の探求や事業評価法の検討等が
必要となり，農業農村工学会に多くの新たな
学問分野が開拓される．したがって，本研究
の学術的波及効果は大きい． 
 今後，排出量取引制度や地球温暖化対策税
が導入される中，農業土木事業による CO2削
減効果を評価する手法を提示することは極
めて意義深い．本研究は，今後のすべての事
業における同様の試算のモデルケースを提
示することになる． 
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２．研究の目的 
 本研究では，過去の排水改良事業による湿
地，水田からの GHG の放出を評価することに
より，排水改良事業を地球温暖化の観点から
経済評価することを目的としている．今後の
排出量取引制度や地球温暖化対策税の本格
的導入を前にして，農業土木事業による排出
量削減分を科学的に提示することの社会的
インパクトは非常に大きい． 
 

３．研究の方法 
(1) 研究方法の概要 
 本研究では，事業実施による CO2排出量の
推定と並行して，カラム実験および圃場実験
によって現場の状況を再現し，実際に GHG フ



 

 

ラックスを測定して事業実施前後の GHG 放出
量の増減を評価した．以下に，研究の方法を
具体的に述べる．また，研究代表者，研究分
担者の役割分担をまとめて，表 1に示す． 

(2) 対象地区の選定と事業実施による CO2排
出量の推定 
 過去の排水改良事業の事業計画書や事業
実施後の調査報告書等が土地改良区等に保
存されているが，この中から本研究に適した
研究対象地区を選定した．事業計画書には，
事業実施前の対象地区の現況調査記録が残
されている．ここから，事業実施前後の現場
の状況に関する情報，事業規模に関する情報
を読み取った．また，現地調査を行い，土地
改良区職員に対し，事業実施前後の現場の状
況についての聞き取り調査を行った． 
(3) カラム実験 
 内径 14.5cm，外径 16.5cm，高さ 5cm の透
明塩ビ製カラムを 10段重ねた高さ 50cm のカ
ラムへ供試土壌を充填し，土柱模型を作成し
た．土柱模型では，下から順に水田の心土層
（砂層）30cm，耕盤層 10cm，作土層 10cm を
再現した．作土層，耕盤層には，山形大学農
学部附属やまがたフィールド科学センター
水田試験地でそれぞれに該当する土層から
採取された土壌のうち，2mm ふるいを通過し
たものを用いた．心土層には豊浦砂を用いた．
各層の乾燥密度は，作土層 0.78g/cm3，耕盤
層 1.10g/cm3，心土層 1.52g/cm3とした．作土
層の上に湛水カラムを設け，湛水深はすべて
の土柱模型において 7.5cm で一定とした．各
カラムの側面中央部には径 12mm の小孔を開
け，地温測定用，酸化還元電位測定用，水圧
測定用の各センサーの挿入口とした．同一の
土柱模型を 4本作成し，2本ずつ 2つの実験
区に分けて，約 30℃の恒温室内で実験を行っ
た． 
 Run1 では，地下水位を地表面下 25cm にし
た小浸透速度実験区（LP）と地表面下 75cm
にした大浸透速度実験区（HP）を設定した．
初めの助走期間中の浸透状況が安定した時
点で CH4生成の基質としてグルコースを添加
した．Run2 では，地下水位を段階的に変化さ

せ，日本の通常の水田の浸透速度の範囲で浸
透速度を変化させた．浸透速度の履歴が CH4

フラックスに与える影響を考慮して，浸透速
度について 2種のスケジュールを設定した
（CaseA および CaseB）．Run2 では，すべての
土柱模型で 1%グルコース溶液を湛水に用い
た． 

CH4放出量の測定を，クローズドチャンバー
法により1つのカラムにつき1日1回行った．
チャンバーは，透明のアクリルでできたカラ
ム形（内径 17cm，外径 18cm，高さ 10cm）で，
土柱模型上部のチャンバー用台座に脱着で
きるものである．チャンバーを設置後すぐに
採取したガスを 0分の試料とし，その 10 分
後，20 分後，30 分後にガス採取を同様に繰
り返し，それぞれ 10 分，20 分，30 分の試料
とした．採取したガス試料の CH4濃度をガス
クロマトグラフ装置（SHIMADZU，GC-2014）
で分析した． 
土柱模型の地表面下 7.5cm，47.5cm に差し

込まれた T型熱電対を用いて地温を測定した．
恒温室内の気温を実験装置のすぐそばの床
から高さ 60cm と 130cm で，水温を恒温室内
のバケツに入った水で測定した． 
土柱模型の地表面下 2.5cm，7.5cm，12.5cm，

22.5cm，32.5cm に差し込まれた白金電極と，
湛水に浸した比較電極，さらに各土柱模型の
湛水部に渡した金属線（塩橋の代用）により
酸化還元電位を測定した． 
土柱模型の地表面下 2.5cm，7.5cm，12.5cm，

17.5cm，22.5cm，32.5cm，42.5cm に差し込ま
れたポーラスフィルタと，水マノメータによ
り土中水の水圧を測定した． 
浸透速度の測定を 1日 1回行い，6時間当

たりに排水された量から浸透速度を算出し
た．また，浸透水中の溶存 CH4濃度を，ヘッ
ドスペース法で測定した． 
(4) 圃場実験 
 栃木県那須烏山市大木須地区に冬期湛水
田と慣行田とを設け，通年で湛水する冬期湛
水田を事業実施前，慣行田を事業実施後の状
態とみなして圃場実験を行った．それぞれの
試験田に 1区画 20.25 m2の試験区をあぜシー
トで仕切って設け， 5 種類の施肥区（化学肥
料，無施肥，籾殻牛糞堆肥，稲わら，落葉堆
肥）を 3区画ずつ設けた．各施肥区における
肥料と有機資材の投入量を，表 2に示す．供
試品種にはコシヒカリを用い，冬期湛水田で
は休閑期に 3～4ヶ月湛水した．土壌呼吸速
度と CH4放出速度を，両水田の 5種類の施肥
区でクローズドチャンバー法で測定した．ま
た，土壌呼吸速度の測定時には地温を，CH4

放出速度の測定時には地温と酸化還元電位
と稲の茎数を同時に測定した．年間土壌呼吸
量と年間 CH4放出量は，各放出速度と地温と
の関係式を用いて算出した． 
 

表 1 研究代表者（飯田）と研究分担者（大
澤，石田）の役割分担 

 主 担
当者 

補助的担当者とその役
割 

文献・資
料調査 

飯田 大澤（主担当者と打合せ
て作業を分担する） 

カラム実
験 

飯田 －（もっぱら主担当者が
行う） 

圃場実験 大澤 石田（圃場実験のアドバ
イスとサポートを行う） 

現地調査 飯田 大澤，石田（現地での具
体的作業を分担する） 



 

 

 
 
４．研究成果 
(1) 対象地区の選定と事業実施によるCO2排
出量の推定 
 千葉県の印旛沼土地改良区管内の押付地区
を対象地区として選定し，土地改良区より関
連資料を得た．押付地区では1978～1980年に
事業費2億8300万円で排水改良事業が行われ
た．事業実施によるCO2排出量は，産業連関分
析による原単位法で，耐用年数を考慮して
0.518 t-CO2/(ha･y)と試算された．計画最大
減水深は事業実施前には15 mm/d，事業実施後
には17 mm/dと定められていた． 
(2) カラム実験 
 事業実施前後でのCH4放出量変化について
は，まず，カラム実験を行って稲の無い水田
土壌での浸透速度とCH4放出量との関係式を
得て，2 mm/dの浸透速度増加によるCH4放出減
少量を推定した．カラム実験の結果を図1に示
す．次にこの関係式が稲がある場合にも成り
立つと仮定し，既往の研究による稲の有無に
よるCH4放出量の比率を乗じてCO2量に換算し
たところ，差し引きで-0.270～11.9  
t-CO2/(ha･y)の削減効果が試算された．また，
カラム実験により，浸透速度増加により浸透

水によるCH4輸送量が大きくなること，浸透水
によるCH4輸送量は大気へのフラックスに比
べ10～100倍程度大きいことが明らかとなっ
た． 
(3) 圃場実験 
 年間土壌呼吸量と年間CH4放出量に地球温
暖化係数21を乗じた値の和をGHG放出量とし，
図2に示す．化学肥料区では冬期湛水田と慣行
田とでGHG放出量は同程度で，稲わら区では
GHG放出量は慣行田の方が大きかった．無施肥
区，籾殻牛糞堆肥区，落葉堆肥区では，冬期
湛水田からのGHG放出量の方が慣行田からの
それより大きく，それぞれ約5.4，4.5，8.3 
t-CO2/(ha･y)のGHG削減効果が推定された．こ
れらはカラム実験から推定されたCH4放出削
減効果の範囲と一致していた． 
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表 2 肥料および炭素投入量 

肥料の種類 
湿潤重
(kg/10a) 

TOC 
(kg/10a) 

化学肥料 55 0 
籾殻牛糞堆肥 1000 96 

稲わら 600 207 
落葉堆肥 1389 126 

図 2 圃場実験での年間 GHG 放出量 
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図 1 カラム実験での浸透速度と CH4

放出量との関係 
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